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第４次基本構想・前期基本計画（案）と第３次基本構想・後期基本計画の対照表 

第３部 計画の推進 ※「成果・活動指標」「施策の体系」「主な事業」を除く 

 

【凡例】下線＝変更部分（挿入・修正、削除） 

【【【【市民参加市民参加市民参加市民参加・・・・市民協働市民協働市民協働市民協働】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
 市政への市民参加の推進に加え、市民団体などと市との協
働が求められており、第４次基本構想・前期基本計画におい
ても「参加と協働」の更なる推進が大きなテーマとなってい
ます。 
 私たちの住む小金井市では、平成１２年に市ホームページ
を開設し、月２回発行している市報の紙面を１２面に充実し、
市内に約 100 箇所の掲示板を設置するなど、情報発信に努め
てきました。また、昭和６３年に個人情報保護条例、平成１
０年に情報公開条例、平成１５年に市民参加条例を制定して
開かれた市政を推進し、市民協働では環境博覧会などの取組
に加え、平成２０年３月に市民協働推進基本指針を策定し、
こがねい市民討議会、アートフルアクションなど、一層の推
進を図ってきました。 
 今後も「参加と協働」を推進するため、積極的な情報発信
と情報公開、市民と職員の市民参加・市民協働意識の向上、
協働体制の構築などが課題となっています。また、多様な市
民参加を推進するために幅広い世代、特に若者の市民参加が
必要です。 
 
 
 
 
 
 
 

■ 現況と課題 
近年近年近年近年、、、、行政行政行政行政におけるにおけるにおけるにおける透明性透明性透明性透明性のののの確保確保確保確保、、、、市民市民市民市民とのとのとのとの協働体制協働体制協働体制協働体制のののの

推進推進推進推進ななななどのどのどのどの観点観点観点観点からからからから、、、、情報公開情報公開情報公開情報公開のののの動動動動きがきがきがきが全国全国全国全国でででで活発活発活発活発になっになっになっになっ
ていますていますていますています。。。。またまたまたまた、、、、ボランティアボランティアボランティアボランティアややややＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯなどがなどがなどがなどが、、、、地域地域地域地域におにおにおにお
いていていていて積極的積極的積極的積極的にににに活動活動活動活動するするするする姿姿姿姿もももも目立目立目立目立つようになってきましたつようになってきましたつようになってきましたつようになってきました。。。。    
本市本市本市本市においてもにおいてもにおいてもにおいても、、、、市民自市民自市民自市民自らがらがらがらが市政市政市政市政のののの多多多多くのくのくのくの場面場面場面場面にににに参画参画参画参画でででで

きるようきるようきるようきるよう情報公開情報公開情報公開情報公開とととと市民参加市民参加市民参加市民参加をををを推進推進推進推進しししし、、、、個性豊個性豊個性豊個性豊かなかなかなかな活力活力活力活力にににに
満満満満ちたちたちたちた地域社会地域社会地域社会地域社会をををを創造創造創造創造していくことがしていくことがしていくことがしていくことが必要必要必要必要ですですですです。。。。    
 
総務省の調査によると、平成 17 年４月現在、情報公開条

例を制定している地方公共団体は 2,380 団体で、制定率は
96.6％（市は 99.9％）に達するなど、情報公開制度は行政
にとって不可欠の制度になっています。本市においても、
平成 10 年 10 月から情報公開条例が施行されていますが、
今後は、行政における透明性の確保や市民に開かれた市政
運営の確立などを図るため、情報公開の適正な運用ととも
に、従来からの情報提供施策や情報公表制度を整備拡充し、
情報公開を総合的に推進していくことが必要で 
す。 
市政情報の提供については、従来の市報などの印刷物に

加え、情報通信技術などを活用した多様な広報媒体の導入
を図る必要があります。今後は、市民が必要とする情報を
よりわかりやすく提供できるよう市報やホームページを改
善するとともに、意見や提言などを的確に把握できる体制
を確立し、市民と市の情報の共有化を推進することが重要
です。 
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■ 施策の方向性 
市民意向調査・広聴活動の充実などによる市民ニーズの的

確な把握を市政運営の起点とし、広報活動の充実や情報公開
の推進と個人情報の適正な運用により、分かりやすい情報発
信と堅実な情報管理を進めていきます。 
また、市民参加条例に基づき、より多くの市民の参加が得

られるよう、多様な市民参加を推進し、（仮称）市民協働支援
センターの活用などにより市民協働を支える体制を整備し、
市内団体・ＮＰＯ・企業・大学などとの協働を推進します。 
 
■ 主な取組 
１ 市民ニーズの把握と共有化 
（１）市民意向調査の充実 
・ 施策に反映させるため、分野ごとに多様な市民ニーズを

的確に把握し、各種市民意向調査や市長への手紙を必要
に応じて実施して、共有化を図ります。 

（２）広聴活動の充実 
・ 日々の業務にいかすため、市長へのＥメール・ファクス、

市民の声、各種相談などの広聴活動を充実し、幅広い市
民からの意見・要望を把握し、共有化を図ります。 

 
２ わかりやすい情報発信と適正な情報管理 
 
 

また、情報の公開にあたっては、個人情報の保護に配慮
した取組が求められます。 
本市は従来から、各種審議会、委員会、アンケートなど

を通じて、市民からの意見や要望を市政に取り入れており、
平成 16 年４月には、市民の市政への参加と協働のための市
民参加条例が施行されています。今後は、市民のまちづく
りに対する参加意識、市民と行政の協働のまちづくりに対
する参画意識の高まりに対応するため、各種審議会、委員
会などへの公募枠の拡大や情報通信技術を活用した市民参
加など、幅広く参画機会の充実を図る必要があります。 
 
■ 施策の方向性 
開かれた市政の実現をめざし、情報の公開を積極的に推

進します。 
市民一人一人がまちづくりの担い手であるという視点

で、情報通信技術等新たな手法も活用し、計画の策定段階
から実行段階まで、幅広い市民参加によるまちづくりを推
進します。 
 
 
 
 
１ 広報・広聴活動の充実 
 
 
 
 
（２）広聴活動の充実 
・ 市長への手紙、市長へのファクス、市民の声、市民意向

調査、各種相談、電子メールなどの広聴活動を充実し、
市民からの意見・要望を把握します。 

 
２ 情報公開・個人情報保護制度の適正な運用 
※「広報媒体の充実」のみ「１広報・広聴活動の充実」か
ら移動 
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（１） 広報活動の充実 
・ 市政情報を迅速かつ的確に提供するため、市報や市ホー

ムページなどの更なる充実を図るとともに、状況に応じ
た各種媒体の活用を推進します。 

 
・ 市民とともにイメージキャラクターを活用し、市のイメ

ージアップを図ります。 
（２）情報公開の推進と個人情報の適正な管理 
・ 市民参加による開かれた市政を一層推進するため、市民

との共有財産である市政情報を市民が主体的に利用でき
るよう、情報公開制度の適切な運用と市民にとってわか
りやすい市政情報の適時・適確な提供に努めます。 

 
 
 
・ 公正で信頼される市政の推進のため、個人情報の濫用や

プライバシーの侵害を防ぐなど、個人情報の保護に努め
ます。 

 
３ 市民参加の推進 
（１） 市民参加制度のＰＲ 
・ 市民参加条例の趣旨をいかし、多様な市民の意思を市政

に反映し、市民本位の市政運営を推進します。 
 
・ 市民参加条例に基づき、市民が気軽に市政に参加できる

ようにするため、市民参加に関する制度や機会を積極的
にＰＲします。 

 
 
 
 
 
（２）多様な市民参加の推進 

【新】多様な手法による参加の拡大や大学との連携などによ
り、幅広い世代の市民参加を推進し、特に若者の市民参

（１）広報媒体の充実 
・ 市政情報を迅速かつ的確に提供するため、市報をはじめ

とする各種広報媒体のより一層の充実を図るとともに、
インターネットやケーブルテレビなどの電子媒体の活
用を推進します。 

 
 
（１）情報公開制度の適正な運用 
・ 市政の透明性の確保、説明責任（アカウンタビリティ）

の遂行を通じ、開かれた市政をより一層実現するため、
情報公開制度の適正な運用を図るとともに、市民が必要
とする行政情報の積極的な提供に努めます。 

・ 情報公開制度をより一層市民に周知するため、広報紙や
ホームページなどを活用します。 

（２）個人情報の保護 
・ 個人情報保護条例に基づき、個人情報の不当な利用やプ

ライバシーの侵害を防止するなど、個人情報の保護に努
めます。 

 
３ 協働によるまちづくりの推進 
（１） 市民参加を支える体制の確立 
・ 市民参加条例の趣旨を生かし、多様な市民の意思を市政

に反映し、市民本位の市政運営を推進します。 
（２）意識の啓発とＰＲ 
・ 市民が気軽に市政に参加できるようにするため、市民参

加条例や情報公開条例等の市民参加や情報提供に関す
る制度の情報の提供と周知を推進します。 

・ 市民が市政に積極的に参加し、市民と市との協働による
まちづくりを推進するため、市民が必要とする情報の提
供と周知努めます。 

・ ホームページや広報紙などの各種広報媒体により、積極
的に市民参加の機会をＰＲします。 

（３）各種審議会・委員会等の充実 
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加を促進します。 
・ 各種審議会・委員会などの公募枠の更なる拡大を図ると

ともに、計画の策定段階からの市民参加を図り、市民の
意向を広く市政へ反映します。 

・ 施策の原案に対して、関係情報を公開した上で、広く市
民に意見を聴き、その反映を図るパブリックコメント制
度（市民の提言制度）について、より市民が利用しやす
いものとなるよう実施します。 

・ 市民サービスの在り方や地域の課題解決については、そ
れぞれの役割を踏まえて関係者や市民と共に協議して、
施策の推進を図ります。 

・ 選挙管理の充実を図るとともに、投票率の向上に努めま
す。 

 
４ 市民協働の推進 
（１）市民協働を支える体制の整備 
【新】市民活動団体などと市との協働によるまちづくりを推

進するため、（仮称）市民協働支援センターを整備します。 
 
（２）市内団体・ＮＰＯ・企業・大学などとの協働推進 

【新】市民協働推進基本指針に基づいて、市職員への市民協働
研修などを実施し、対等性・自主性の尊重、相互理解、役
割分担・責任の明確化、目的・目標の共有化を原則として、
市内団体・ＮＰＯ・企業・大学などとの協働を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ 各種審議会・委員会などの公募枠を拡大するとともに、

計画の策定段階からの市民参加を図り、市民の意向を広
く市政へ反映します。 

・ 事業の計画・実施の過程で、市民に情報を公開したうえ
で、広く意見を聴き、事業に反映するパブリックコメン
ト制度（提言制度）を充実します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
※ （１）市民参加を指させる体制の確立」から移動 
・ 市民と市との協働によるまちづくりを推進するため、市

民参加に対応する部署を設置し、日常的な活動拠点の整
備等を検討し、協働を支える体制を確立します。 

 
 
 
 
 
（４）情報通信技術の活用 
・ 市のホームページ等を通じて情報を積極的に公開する

とともに、市民からの意見・提言等を的確に把握できる
体制づくりを推進します。 

・ 外出が困難な障害のある人や高齢者、会社勤めや子育て
等で時間的制約がある人など、だれもが参加できるよう
インターネットを活用した会議の開催など、新たな市民
参加の方法を検討します。 
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【【【【行政経営行政経営行政経営行政経営】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
 行政経営については、多様な市民ニーズに対応するため、
限られた行政資源を効果的かつ効率的に活用して、行政課題
を迅速に解決することが求められています。 
 私たちの住む小金井市では、平成６年度に第三者機関に委
託して行政診断調査を行い、平成７年度から各課別業務見直
し、平成９年度から第１次行財政改革、平成１４年度から第
２次行財政改革を進め、業務を見直すとともに、行政経営の
確立を図ってきました。この中で平成６年４月から平成２２
年４月までに 299 人の職員削減などを実現してきました。 
 今後は、更なる行財政改革を推進し、市民ニーズを起点と
した、選択と集中による施策の実施と市民サービスの向上に
より、市民満足度の向上を図ることができる、地域主権に対
応した自律した行政経営の推進が課題となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 現況と課題 
わがわがわがわが国国国国ではではではでは、、、、バブルバブルバブルバブル経済崩壊以降経済崩壊以降経済崩壊以降経済崩壊以降、、、、長期的長期的長期的長期的なななな不況不況不況不況がががが続続続続いいいい

ておりておりておりており、、、、地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体をとりまくをとりまくをとりまくをとりまく財政環境財政環境財政環境財政環境はははは非常非常非常非常にににに厳厳厳厳しいしいしいしい状状状状
況況況況にありますにありますにありますにあります。。。。    
またまたまたまた、、、、一方一方一方一方ではではではでは、、、、少子高齢化少子高齢化少子高齢化少子高齢化やややや地方分権地方分権地方分権地方分権などのなどのなどのなどの時代時代時代時代のののの変変変変

化化化化にににに伴伴伴伴いいいい、、、、行政行政行政行政のののの果果果果たすべきたすべきたすべきたすべき役割役割役割役割はますますはますますはますますはますます増大増大増大増大するととするととするととするとと
もにもにもにもに、、、、自治体自治体自治体自治体にににに対対対対するするするする市民要望市民要望市民要望市民要望はははは多様化多様化多様化多様化・・・・高度化高度化高度化高度化していましていましていましていま
すすすす。。。。    
このためこのためこのためこのため、、、、本市本市本市本市においてもにおいてもにおいてもにおいても、、、、限限限限られたられたられたられた財源財源財源財源のなかでのなかでのなかでのなかで、、、、いいいい

かにかにかにかに効果的効果的効果的効果的・・・・効率的効率的効率的効率的なななな行政運営行政運営行政運営行政運営をををを進進進進めていくかがめていくかがめていくかがめていくかが重要重要重要重要なななな課課課課
題題題題となっていますとなっていますとなっていますとなっています。。。。    
 
本市では、市民のニーズに即応した行政体制づくりのた

め、昭和 33 年の市制施行以来、数度の組織改正を行ってき
ました。あわせて、近年の厳しい財政状況のなか、第１次
及び第２次行財政改革大綱を策定して業務の見直しなどを
行い、職員数の適正化に取り組んできました。加えて三位
一体改革の推進、地方分権の進展などの環境の変化に対応
した効果的・効率的な行政運営の充実が求められています。 
今後も、市民ニーズの多様化や新たな行政課題に対応す

るため、平成 17 年度に導入した行政評価＊に基づく事務事
業の評価・改善の実施、体制の見直しや、情報通信技術の
導入、職員一人一人の意識改革を通じ、行政組織の簡素化・
効率化を図る必要があります。 
また、ＮＰＯとの連携や民間活力の導入等を積極的に進

め、事務事業のより一層の効率的運営に努めるとともに、
行政評価に基づき、行政運営が効果的かつ効率的になされ
ているかを市民の視点から客観的に評価する仕組みも検討
する必要があります。 
さらに、市役所第二庁舎の賃借を早期に解消し、行政サ

ービスの中枢となる新庁舎をできるかぎり早く建設する必
要があります。 
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■ 施策の方向性 
参加と協働における公民連携などの地域力をいかした市政

運営を目指して、リーダーシップと執行体制の充実や行政評
価の拡充などにより、行政全体として最も効率的に効果を上
げられる、自律した行政経営の確立を推進し、市民サービス
の向上と行財政の健全化に努めます。 
また、参加と協働による効果的・効率的な市政運営を進め、

創造的なまちづくりに貢献できる人材の育成・活用と行政組
織の活性化を図ります。 
 

■ 主な取組 
１ 更なる行財政改革の推進 
（１）第３次行財政改革大綱の推進 
・ 「市民協働」「公民連携」などを基本原則として、自律し

た行政経営の確立を図り、市民満足度の向上を目指すた
め、第３次行財政改革大綱を推進します。 

 
２ 組織の活性化と人材の育成・活用 
（１）活力ある機能的な組織づくり 

【拡】市の重要課題に迅速かつ的確に対応するため、既存の部
局構成にとらわれない機能性と柔軟性に富んだ組織体制の
整備を進めます。 

【拡】多様な行政需要に対応するため、行財政改革を推進し、
プロジェクトチームの活用、部への権限移譲など組織機能
の充実を図ります。 

 
（２）人材の育成・活用 

【拡】人材育成基本方針に基づき、市民感覚・チャレンジ精神・
プロ意識・コスト意識を持つ職員の育成及び活用を計画的
に推進します。 

【新】人事評価制度や複線型人事制度などの活用により、意欲
を高める人事制度づくりを推進します。 

【新】職場研修の充実などにより、人を育てる職場環境づくり
を推進します。 

【拡】自己啓発支援の強化や実践的な独自研修の実施などによ

■ 施策の方向性 
社会経済情勢の変化や多様化・高度化する市民ニーズに

対応できる行政組織の確立を図るとともに、指定管理者制
度等による民間の活力の導入を積極的に進め、行政評価に
基づく事務事業の効率化、行政組織のスリム化を推進しま
す。 
行政サービスの中枢となる新庁舎の建設を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 行政組織の簡素化・効率化 
（１）弾力的な組織運営 
・ 市の重要課題に的確に対応できる機能性と柔軟性に富

んだ組織をめざし、活性化を進めます。 
 
・ 多様な行政需要に対応するため、プロジェクトチームな

どの活用を図ります。 
・ 新たな行財政改革を推進し、時代の動きに即応できる行

財政システムを検討します。 
（２）職務遂行能力の向上 
・ 地方分権の進展等をふまえ、多様な行政課題を処理しう

る問題解決・政策形成・法務能力を有する職員を育成し
ます。 

 
 
・ 職員の能力開発と意識改革を図るため、従来の派遣研修

のほか、職場研修や時代に即した知識の修得など、市独
自の研修を充実します。 
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り、実践的な職員研修制度づくりを推進します。 
 
 
 
 
３ 自立した行政経営の確立 
（１）公民連携の推進 

【拡】公民連携の視点から、民間委託、ＰＦＩ、指定管理者制
度などを活用した民間企業・ＮＰＯなどによる公的サービ
スの提供など民間活力の導入による行政の高度化を推進し
ます。 

（２）行政活動の全体最適化 
【新】有限な行政資源を効果的・効率的に活用するためにも、

リーダーシップと執行体制を充実し、行政活動全体の最適
化を目指した行政経営を推進します。 

 
（３）行政評価制度の拡充 

【拡】行政活動とその成果が、効果的かつ効率的であるかをよ
り適確に評価できるよう行政評価制度を改善し、施策への
早期の反映を目指します。 

 
（４）市民サービスの向上 
・ 窓口業務における接遇の向上、待ち時間の短縮、電子申

請や公共施設の予約、各種相談などの充実に努めます。 
 
 
・ 市政センターを整備し、利便性の向上を図ります。 
・  だれにでもわかりやすい文書の作成や窓口業務のワンス

トップサービス化、適切な案内表示を設置したわかりや
すい公共施設整備など、ユニバーサルデザインの視点で、
だれもが利用しやすい市民サービスの充実・向上に努め
ます。 

 

 
・ 職員提案制度や職員参加などの機会を増やし、職員一人

一人の自己啓発を図るとともに、庁内の活性化を推進し
ます。 

 
２ 事務事業の効果的・効率的推進 
（４）民間活力の導入 
・ 民間委託、ＰＦＩ、指定管理者制度等を活用した民間企

業・ＮＰＯ等による公的サービスの提供など民間活力の
導入による行政の効率化を推進します。 

 
（３）情報通信技術の導入 
・ 庁内における情報通信ネットワークの付設や文書管理

の電子化、公共施設予約のオンライン化など、情報基盤
の充実を図り、窓口業務や行政事務の迅速化・効率化を
推進します。 

（１）事務事業の評価と改善 
・ 行政評価に基づき、行政運営が効果的かつ効率的になさ

れているか評価し、事務事業の改善を推進します。 
・ 事務事業の一層の改善を図るため、目標設定及び進捗状

況を定期的に確認します。 
（２）市民サービスの向上 
・ 窓口業務に関する開庁時間の延長や夜間・休日の証明書

交付、ＩＴを活用した電子申請や公共施設の予約、各種
相談など市民の利便性を考慮したサービスを充実しま
す。 

 
・ 誰にもわかりやすい文書の作成や窓口業務のワンスト

ップサービス化、適切な案内表示を設置したわかりやす
い公共施設整備など、ユニバーサルデザインの視点で、
誰もが利用しやすい市民サービスの充実・向上を進めま
す。 
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【【【【計画的行政計画的行政計画的行政計画的行政】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
 地域の課題が複雑化・高度化する一方、社会経済情勢は不
透明感を増す中で、計画として行政活動の透明性を高めつつ、
施策を展開していくことが、より一層求められています。ま
た、ごみ問題など、広域的または近隣自治体との連携が求め
られています。 
 私たちの住む小金井市では、昭和５２年に初めて基本構想
を策定して以来、長期総合計画を市政運営の指針とするとと
もに、長期総合計画のもとに課題別の計画を策定し、その分
野における施策の更なる具体化を図ってきました。また、広
域行政により公共施設の相互利用やコミュニティバスの乗り
入れなどを推進しています。 
 今後は、長期総合計画や諸計画を整備するとともに、施策
のマネジメントを進め、新庁舎の建設や施設の計画的整備に
ついても、早期に方向性を打ち出していくことが課題となっ
ています。また、生活圏の拡大に対応し、事業の効果・効率・
実現性及び市民の利便性を高めるため、広域行政を推進する
ことが必要です。 
 
■ 施策の方向性 
 基本構想に基づいた総合的かつ計画的な市政運営を推進す
るため、施策の具体化とその実現方法を明らかにする「基本
計画」、その事業と財政の裏付けを明らかにする「実施計画」
を策定するとともに、分野ごと・課題ごとの計画を体系的・
総合的に策定します。 
また、計画的施設整備の推進及び市民サービスの中枢とな

る新庁舎の建設を計画的に推進します。さらに、広域行政を
推進し、広域的に取り組むべき行政課題には、関係自治体と
の協力、連携を図りながら対応を進めます。 
 
■ 主な取組 
１ 計画とマネジメントの整備 

■ 現況と課題 
多様化多様化多様化多様化・・・・高度化高度化高度化高度化するするするする市民市民市民市民ニーズニーズニーズニーズとととと時代時代時代時代のののの変化変化変化変化にににに対応対応対応対応しうしうしうしう

るるるる行政行政行政行政をををを推進推進推進推進するためにはするためにはするためにはするためには、、、、長期的長期的長期的長期的・・・・総合的総合的総合的総合的なななな計画計画計画計画をををを策定策定策定策定
しししし、、、、効果的効果的効果的効果的・・・・効率的効率的効率的効率的なななな行政運営行政運営行政運営行政運営をををを図図図図ることがることがることがることが重要重要重要重要ですですですです。。。。    
またまたまたまた、、、、交通問題交通問題交通問題交通問題、、、、環境問題環境問題環境問題環境問題、、、、防災問題防災問題防災問題防災問題などなどなどなど本市本市本市本市だけではだけではだけではだけでは

対応対応対応対応やややや解決解決解決解決がががが困難困難困難困難なななな課題課題課題課題にににに対対対対してはしてはしてはしては、、、、東京都東京都東京都東京都やややや関係自治体関係自治体関係自治体関係自治体
などとのなどとのなどとのなどとの連連連連携携携携とととと協力協力協力協力のもとにのもとにのもとにのもとに進進進進めることがめることがめることがめることが必要必要必要必要ですですですです。。。。    
 
本市では、昭和52 年に第１次基本構想（計画期間 10 年）

を、昭和 63 年には第２次基本構想（計画期間 13 年間）を
策定し、市政運営の指針として、施策を総合的かつ計画的
に推進してきました。そして、平成 13 年３月には、第２次
基本構想の理念を継承し、発展させるため、第３次基本構
想（計画期間 10 年）を策定しました。 
今後は、基本構想の実現に向け、財政計画との整合性や

関係自治体との連携等に配慮しつつ、具体的な施策を総合
的かつ計画的に推進していく必要があります。 
 
 
■ 施策の方向性 
基本構想を実現するため、施策の具体化とその実現方法

を明らかにした基本計画、事業内容と財政の裏付けを明ら
かにした実施計画を策定します。これらの計画の推進にあ
たっては、行政評価等を活用しながら、目標を設定し、そ
の達成状況を公表します。 
また、必要に応じて課題別計画を策定するとともに、広

域的な行政課題については、関係自治体等との協力・連携
を図っていきます。 
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（１）新庁舎の建設 

【新】市民参加による新庁舎建設基本構想を踏まえ、市民サー
ビスの中枢となり、市民交流の場ともなる新庁舎の建設
を計画的に推進します。 

（２）施設の計画的整備 
【新】市民ニーズ及び公共施設の現況に基づいて、バリアフリ

ー化や環境への配慮を踏まえた修繕と耐震化を計画的に
推進します。 

 
（３）諸計画の整備 

【拡】まちづくりの基本姿勢に基づいて、基本構想の将来像を
実現するための施策を具体的・体系的に明らかにした基
本計画を策定します。 

・ 基本計画に示した施策の具体的な事業内容と財政の裏付
けを明らかにした実施計画を策定し、毎年度の予算編成
の指針とします。 

【拡】成果・活動指標の達成状況を把握し、行政評価の活用な
どにより、市民の視点に立った施策の見直しや計画への反
映を迅速に行い、成果重視の行政経営を目指します。 

 
・ 市政における重点課題などについては、必要に応じて課

題別計画を策定し、計画の実現により課題を解決します。 
（４）施策マネジメントの確立 

【新】重点プロジェクトや主な事業を中心として適切な実施を
図る施策マネジメントの確立を進めます。 

 
２ 広域行政の推進    
（１）関係自治体との連携 
・ 東京都市長会、武蔵野市・三鷹市・西東京市と構成する

四市行政連絡協議会、多摩地域の産・学・官によって構
成する学術・文化・産業ネットワーク多摩などを活用し、
関係自治体などとの協力・連携を図りながら、広域行政
を推進します。 

・ 生活圏の拡大に対応し、また、事業の効果・効率・実現

※注：「効果的・効率的な行政運営」から移動 
（３）庁舎の建設 
・ 行政サービスの中枢となり、市民交流の場ともなる新庁

舎の建設を推進します。 
 
 
 
 
 
１ 計画の具体化と推進 
（１）基本計画の策定 
・ 基本構想を実現するための施策を具体的・体系的に明ら

かにした基本計画を策定します。 
（２）実施計画の策定 
・ 基本計画に示した施策の具体的な事業内容と財政の裏

付けを明らかにした実施計画を策定し、毎年度の予算編
成の指針とします。 

・ 計画目標を設定し、その達成状況を公表します。 
・ 行政評価に基づき、市民の視点に立った成果重視の行政

運営を行い、計画の更新に反映します。 
（３）課題別計画の策定 
・ 市政における重点課題等については、必要に応じて課題

別計画を策定し、計画の実現により課題を解決します。 
 
 
 
 
２ 広域行政の推進 
（１）関係自治体との連携 
・ 交通網整備や大規模地震等の防災対策、環境問題など広

域的に取り組むべき行政課題には、関係自治体等との協
力・連携を図りながら広域行政を推進します。 
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性及び市民の利便性を高めるため、交通網整備、大規模震災
などの災害対策、環境問題、情報システムの共同開発・共同
利用や公共施設の相互利用などについて、広域行政による推
進を図ります。 
 

 

【【【【財政財政財政財政・・・・財務財務財務財務】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
 私たちの住む小金井市が平成７、８年度に経常収支比率が
全国ワースト１となり、財政危機に陥って以来、財政の健全
化は常に強く求められ続けてきました。 
 平成６年度に行政診断調査を実施して以来、第１次・第２
次の行財政改革を推進し、平成６年４月から平成２２年４月
までに 299 人の職員を削減するなどの取組を続け、一定の改
善が図られました。しかし、未だ経常収支比率・人件費比率
などの財政指標が２６市平均を上回っていることに加え、景
気後退等による社会保障関連経費の増加、市税収入などの減
少が見込まれます。最重要課題である新ごみ処理施設建設問
題など多くの財源を必要とする課題も山積しており、一層厳
しい財政運営が強いられる見通しとなっています。 
 今後も、更なる行財政改革を進め、中長期的な展望に立っ
た財政運営を推進し、人件費の削減などによる財政健全化を
推進することが課題となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 現況と課題 
従来従来従来従来のようなのようなのようなのような右肩上右肩上右肩上右肩上がりのがりのがりのがりの税収等税収等税収等税収等がががが期待期待期待期待できないできないできないできない社会経社会経社会経社会経

済情勢済情勢済情勢済情勢のなかでのなかでのなかでのなかで、、、、多様化多様化多様化多様化・・・・高度化高度化高度化高度化するするするする市民市民市民市民ニーズニーズニーズニーズやややや地方分地方分地方分地方分
権権権権にににに伴伴伴伴うううう新新新新たなたなたなたな財政需要財政需要財政需要財政需要にににに柔軟柔軟柔軟柔軟にににに対応対応対応対応するためにはするためにはするためにはするためには、、、、安定安定安定安定
したしたしたした財政基盤財政基盤財政基盤財政基盤のののの確立確立確立確立がががが急務急務急務急務となっていますとなっていますとなっていますとなっています。。。。    
本市本市本市本市においてもにおいてもにおいてもにおいても、、、、自主財源自主財源自主財源自主財源のののの拡大等拡大等拡大等拡大等によるによるによるによる歳入歳入歳入歳入のののの安定確安定確安定確安定確

保保保保やややや効果的効果的効果的効果的・・・・効率的効率的効率的効率的なななな財政運営財政運営財政運営財政運営にににに努努努努めめめめ、、、、財政構造財政構造財政構造財政構造のののの改善改善改善改善をををを
図図図図ることがることがることがることが必要必要必要必要ですですですです。。。。    
 
本市においても、景気の低迷など社会経済情勢の影響に

より、市税の伸びはあまり期待できない状況です。しかし、
少子高齢社会や本格的な地方分権の時代を迎えるなかで、
多様化・高度化する行政需要に的確に対応していくために
は、財源の確保・拡充が必要不可欠です。 
このため、市税の適正な課税と収入率の向上、受益者負

担の適正化、国や東京都の補助制度の効果的な活用を図ら
なければなりません。また、平成 12 年４月に地方税法が改
正され、地方自治体での条例による課税権が拡大されたこ
とから、新たな財源確保の可能性についても検討が必要で
す。さらに、三位一体改革の推進を背景とした地方分権に
伴う税財政制度の抜本的な改善を国へ強く要請していく必
要があります。 
一方、本市の財政状況は、財政構造の弾力性を示す経常

収支比率が着実に改善されているものの依然として高い水
準にあり硬直化した構造になっています。 
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■ 施策の方向性 
 不透明な経済状況にあっても持続可能な財政基盤を確立
し、財政・財務の更なる健全化・効率化を図るために、長期
的展望に立った計画的かつ効果的、効率的な財政運営を推進
し、都市基盤整備など様々な施策による税収構造の改善など、
自主財源の拡充に努め、地方分権の推進と地方税財政制度の
改善を国や東京都に働きかけていきます。 
 さらに、企業会計手法の活用や分かりやすい財政・財務情
報の提供に努め、人件費などの経常経費の削減や受益者負担
の明確化・適正化を図るとともに、財源の的確な配分と効果
的、効率的な執行に努めます。 
 
■主な取組 
１ 安定した財政運営の確立 
（１）中長期的展望に立った財政運営の推進 

【拡】中長期的展望に立って中期財政計画に基づいた財政運営
を推進し、必要な財源の確保や基金の積み立てを図りま
す。 

・ 引き続き行財政改革により財政の健全化を推進し、予算
編成のあり方の見直しなどを行い、財政の健全化を図りま
す。 

 
２ 歳入の安定 
（１）自主財源の拡充 
・ 地方の役割が増大する中で、将来的にも持続可能な財政

基盤の確立を図るため、駅周辺のまちづくりなど都市基
盤整備事業を推進し、法人市民税や固定資産税の増収な
ど税収構造の改善を進めます。 

【拡】課税客体の的確な把握に努め収納事務の円滑な執行によ
り、税収の確保と収入率の向上を図ります。また、納付

このため、第２次行財政改革大綱に基づき、事務事業の
徹底した見直しや指定管理者制度の活用を含む業務の民間
委託をより一層推進し、健全かつ強固で弾力的な財政体質
の確立に向けて積極的に取り組む必要があります。 
 
■ 施策の方向性 
地方税制や財政制度の抜本的改善を国と東京都に働きか

けるとともに、自主財源の拡充による歳入の安定をめざし
ます。 
常に、財政の動向を的確に把握するとともに、人件費な

ど経常経費の削減や長期的展望にたった効果的・効率的な
財政運営により、歳出の適正化を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 歳入の安定 
（１）自主財源の拡充 
・ 財政基盤の確立を図るため、都市基盤整備事業を推進

し、税収構造の改善を進めます。 
 
 
・ 課税客体の的確な把握に努め収納事務の円滑な執行に

より、収入率の向上を図ります。 
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が困難な方に対しては、納付相談を通して減免など適切
な対応に努めます。 

・ 使用料などについて、受益者負担の原則に基づき、適正
化を図ります。 

【新】がんばれ小金井寄附金（ふるさと納税）など市民からの
寄附を活用します。 

 
 
（２）補助金などの活用 
・ 国や東京都の施策の動向を的確に把握し、積極的な確保

に努め、補助制度の効果的な活用を図ります。 
（３）資産の活用と整理 
【新】資産・債務改革を推進し、未利用財産の売却促進や資

産の有効利用などを図ります。 
（４）地方税・地方財政制度の改善 
・ 自己決定権と自己責任の拡大を図るため、地方団体への

更なる税源移譲など、自主財源を中心とした歳入基盤を
確立させるため、国と市町村の税源配分の適正化や現行
の地方税・地方財政制度の改善について、地方分権に見
合った制度となるよう国や東京都に強く要望していきま
す。 

 
３ 歳出の適正化 
（１）財政執行の適正化 
・ 財政の健全化に向けて、経常経費の削減や執行管理の適

正化などに努め、経常収支比率をはじめ各種の財政指標
を改善します。 

（２）財政運営の効率化 
・ 有限な財源を有効に活用し、効果的・効率的な財政運営

を図るため、市民サービスの維持向上を目指しながらも
事業コストの一層の削減を進めます。 

・ 負担金補助及び交付金（各種負担金、分担金、補助金な
ど）の必要性・費用対効果を定期的に検証し、透明性を
高めるための方策を検討します。 

【拡】公会計制度・財政健全化法に基づく、連結財務書類・財

 
 
・ 使用料等について、受益者負担の原則を明確にし、適正

化を図ります。 
 
 
・ 法定外普通税や目的税などの新たな財源について調査・

研究を進めます。 
（２）依存財源の確保 
・ 国や東京都の施策の動向を的確に把握し、補助制度の効

果的な活用を図ります。 
 
 
 
（３）地方税・地方財政制度の改善 
・ 国と市町村の税源配分の適正化や現行の地方税・財政制

度の改善について、地方分権に見合った制度となるよう
国や東京都に強く要望していきます。 

 
 
 
 
２ 歳出の適正化  
（１）財政執行の適正化 
・ 財政の健全化に向けて、経常経費の削減や執行管理の適

正化などに努め、経常収支比率をはじめ各種の財政指標
を改善します。 

（２）財政運営の効率化 
・ 限られた財源を有効に活用し、効果的・効率的な財政運

営を図るため、事業コストの一層の削減を進めます。 
 

・ 補助金については、公平性・公正性・公益性・重要性・
効果性の５つの観点から、引き続き見直しに努めます。 

 
・ バランスシート（貸借対照表）や行政コスト計算書等の
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政指標により、企業会計的手法を取り入れた財務情報の
有効活用を図り、連結対象団体も含めた健全な財政運営
に努めます。 

 

企業会計的手法を取り入れた財務情報の有効活用を図
り、健全な財政運営に努めます。 

 

 


